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研究成果の概要（和文）：　本研究は、個別行政領域の現状を検討することにより、行政訴訟制度改革のための具体的
提言を得ようとするものである。４つのクラスター（集合的利益、訴訟類型の多様化、民事訴訟との役割分担、不服申
立制度との関係）ごとに共同研究を行い、その成果を総合して上記の目的を達成しようとした。
　研究期間中に研究会等を頻繁に開催し、その結果として、上記４つのクラスターにつき多大の成果を上げることがで
きた（詳しくは後掲研究業績を参照）。特に、集合的利益の研究は順調に進み、２０１４年７月に公開シンポジウムを
開催し、その成果を２０１５年２月の「論究ジュリスト」誌に特集として公表することができた。

研究成果の概要（英文）：This project aims to study 4 clusters (collective interests, diversification of 
litigation types, relation to civil litigation, relation to administrative apeal) in order to obtein 
propositions for reform of the administrative litigation system.
During the past 3 years, we've got excelent and abondant results (see the list of our products). 
Especially in the field of collective interests, we have held a public symposium "Teword a System Design 
of Group Action" in July 2014 and published its results in 2015 Winter "Quarterly Jurist".
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2004 年の行政事件訴訟法改正により、行
政訴訟制度は大きく改善され、学説・判例に
よってその解釈をめぐって活発な議論が行
われている。しかし、行政訴訟制度改革にお
いては、従来、都市法・環境法などを別とし
て、個別法に焦点を合わせた議論が必ずしも
十分に行われてこなかった。 
２．研究の目的 
 本研究は、個別行政領域の現状を検討する
ことにより、行政訴訟制度改革のための具体
的提言を得ようとするものである。 
 本研究においては、領域横断的な 4つのク
ラスター（集合的利益、訴訟類型の多様化、
民事訴訟との役割分担、不服申立てとの関
係）を設定し、クラスターごとに各個別法の
研究者が共同研究を行い、その成果を総合す
ることで、上記の目的を達成しようとする。 
３． 研究の方法 
 本研究は、①各研究分担者による個別法の
研究、②4 つのクラスターごとの共同研究、
③以上を踏まえた全体成果のとりまとめと
いう、3 層のプロセスから構成される。個別
法の研究成果を共同研究に持ち寄り、共同研
究の成果を個別法の研究にフィードバック
し、以上の成果を全体の共同研究に反映する、
というサイクルを積み重ねることより、本研
究全体の目標を達成しようと試みた。研究期
間中に開催した研究会は次の通り。 
(1) 2013 年 4 月 15 日：研究打合せ 
(2) 同年 9月 21 日：高木光（京都大学大学
院法学研究科教授）「行政訴訟制度改革の成
果と今後の課題」 
(3) 同年 10 月 19 日：深澤龍一郎（京都大
学大学院法学研究科准教授）「改正行訴法施
行状況の検証と今後の展望」 
(4) 2014 年 2 月 21 日：山本隆司（東京大学
大学院法学研究科教授）「行政訴訟制度改革
について」 
(5) 同年 7月 26 日：公開シンポジウム「団
体訴訟の制度設計」 
(6) 同年 9 月 6 日：村上裕章（九州大学大
学院法学研究院教授、研究代表者）「司法制
度改革後における行政法判例の展開――理
論の過剰と過少」。 
(7) 同年 9月 16 日：原田大樹（京都大学大
学院法学研究科教授、研究分担者）「グロー
バル化と行政救済制度──投資協定仲裁・二
国間租税条約仲裁を素材として」 
(8) 2015 年 4 月 18 日：小島立（九州大学大
学院法学研究院准教授、研究分担者）「知的
成果物の多様性を実現するための法の役割
――知的成果物の創出、媒介および享受に関
係する『コミュニティ』と、そこでの『慣習』
や『規範』のあり方について」 
(9) 2016 年 1 月 30 日：曽和俊文（関西学院
大学大学院司法研究科教授）「公益と私益」 
(10) 同年 2月 13：田中晶国氏（弁護士）「判
例研究：最判平成 27 年 6月 12 日民集 69 巻 4
号 1121 頁」 

４．研究成果 
 後記 5に示したとおり、研究期間中に多大
の成果を上げることができた。その概要は次
の通りである。なお、「雑」は後記 5 の「雑
誌論文」、「学」は同じく「学会発表」、「図」
は同じく「図書」の番号を指す。クラスター
(1) 集合的利益 
本クラスターについては、研究が予定より

順調に進んだだめ、2014 年 7 月 26 日に公開
シンポジウム「団体訴訟の制度設計」を開催
し、その成果を論究ジュリスト 12 号（2015
年 2月）に公表した。 
 シンポジウムでは、村上裕章（九州大学大
学院法学研究院教授、研究代表者）の趣旨説
明、島村健（神戸大学大学院法学研究科教授）
の報告「環境法における団体訴訟」、斉藤誠
（東京大学大学院法学政治学研究科教授）の
報告「消費者法における団体訴訟」、宇賀克
也氏（東京大学大学院法学政治学研究科教
授）、原田大樹氏（京都大学大学院法学研究
科教授、研究分担者）、山本隆司氏（東京大
学大学院法学政治学研究科教授）によるコメ
ントののち、質疑応答が行われた。 
 論究ジュリスト 12 号では、上記報告者及
びコメンテーターがシンポジウムを踏まえ
て論文を寄稿したほか、村上が論点整理を行
う巻頭論文を執筆した（雑 4・12）。その後、
村上は、別の科研の研究会で「行政団体訴訟
のあり方について」という報告を行い（学 1）、
近く論文として公表する予定である。 
 そのほか、村上は、団体訴訟の前提となる
客観訴訟の性質・限界につき、一連の研究を
公表している（雑 1・2、図 1・5・8など）。 
 集合的利益に関連するそのほかの業績と
して、原田の消費者保護に関する業績（図 12）、
環境保護に関する勢一の一連の業績（雑 49・
51・52、図 22・23・24・26・27・33・34・35
など）、住民訴訟・国民訴訟の基礎となる財
政規律に関する石森の一連の研究（雑 42・
45・46・48）などがある。 
(2) クラスター2：訴訟類型の多様化 
訴訟類型については、村上による判例の研

究（雑 2）、法定外抗告訴訟についての研究（雑
3）、差止訴訟と当事者訴訟の関係についての
研究（雑 7）、訴訟類型に関する改革について
の研究（学 5・6）がある。 
(3) クラスター3：民事訴訟との役割分担 
民事訴訟との関係については、村上の研究

として、抗告訴訟と民事訴訟の関係について
論じた研究（雑 3）、行政訴訟における審査の
特質を明らかにした研究（雑 8）がある。 
前提となる公法私法論に関する原田の一

連の業績（雑 15・18、学 15、図 10）、小島に
よる私的自治の考察（雑 30）、笠木の社会保
障における選択の研究（雑 37・29）がある。 
(4) クラスター4：不服申立制度との関係 
不服申立てについては、村上による行政不

服審査法改正に関する整理があるほか（図 2）、
村上及び石森による情報公開に関する一連
の研究（雑 43、図 1・6・7・32）がある。 



 そのほか、国際行政法に関する原田の業績
（雑 10、学 13、図 16）、社会保障に関する原
田・笠木の業績（雑 14・32）、知財に関する
小島の業績（雑 29・31、図 23）などがある。 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
〔雑誌論文〕（計 52 件） 
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査読無 
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